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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 福 本 　 高 一 郎
問合せ先責任者 役 職 名 常 務 取 締 役 経 理 部 長 兼 人 事 部 長

氏 名 亀 井 　 博 二 Ｔ Ｅ Ｌ (      )03 3279－0771
決 算 取 締 役 会 開 催 日 平 成 17年 10月 20日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
配 当 支 払 開 始 予 定 日 平 成 17年 12月 21日 定 時 株 主 総 会 開 催 日 平 成 17年 12月 20日
単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有 （１単元   100株）

1. 17年 9月期の業績（平成16年10月 1日～平成17年 9月30日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月期       21,228    △1.8       2,909    △4.3       3,149    △3.3

16年 9月期       21,608    △0.6       3,039    13.1       3,256    11.9

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
17年 9月期        1,886   △11.5         60.70－      5.7     8.3    14.8

16年 9月期        2,130    25.2         68.30－      6.7     8.9    15.1

(注 )1.期中平均株式数 17年 9月期     30,626,653株 16年 9月期     30,629,406株
2.会計処理の方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
17年 9月期          33.00         10.00         23.00       1,010    53.6     3.0

16年 9月期          29.00         11.00         18.00         888    41.7     2.7

(注 )17年 9月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当          11円 00銭－ －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 9月期       37,977      33,733     88.8       1,100.60

16年 9月期       38,083      32,768     86.0       1,068.61

(注 )1.期末発行済株式数 17年 9月期     30,625,127株 16年 9月期     30,628,598株
2.期末自己株式数 17年 9月期      2,011,873株      2,008,402株16年 9月期

2. 18年 9月期の業績予想 （平成17年10月 1日～平成18年 9月30日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       12,500       2,300       1,400          9.00－ －

通 期       22,500       3,300       2,000－          35.00         44.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          65円 30銭



財務諸表等

① 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成16年９月30日)

当事業年度

(平成17年９月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

　(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 5,041,449 　 　 3,706,494 　 △ 1,334,955

　２　受取手形 　 　 441,580 　 　 317,331 　 △ 124,249

　３　売掛金 　 　 4,361,029 　 　 4,649,684 　 288,654

　４　有価証券 　 　 4,133,010 　 　 5,524,216 　 1,391,206

　５　商品 　 　 685,836 　 　 710,652 　 24,816

　６　前渡金 　 　 29,758 　 　 48,100 　 18,342

　７　繰延税金資産 　 　 336,434 　 　 249,716 　 △ 86,718

　８　関係会社短期貸付金 　 　 13,200 　 　 - 　 △ 13,200

　９　抵当証券 　 　 500,000 　 　 500,000 　 -

　10　信託受益権 　 　 2,238,212 　 　 1,493,373 　 △ 744,838

　11　その他 　 　 80,150 　 　 141,592 　 61,441

　12　貸倒引当金 　 　 △ 4,200 　 　 △ 1,600 　 2,600

　　　流動資産合計 　 　 17,856,462 46.9 　 17,339,562 45.7 △ 516,900

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　建物 ※１ 4,840,362 　 　 4,842,635 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 1,601,901 3,238,460 　 1,732,929 3,109,705 　 △ 128,754

　　２　構築物 　 138,851 　 　 138,851 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 93,028 45,822 　 98,273 40,577 　 △ 5,245

　　３　車輌及び運搬具 　 42,807 　 　 39,786 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 35,218 7,589 　 34,497 5,288 　 △ 2,301

　　４　器具及び備品 　 2,735,450 　 　 2,931,681 　 　 　

　　　　減価償却累計額 　 1,975,285 760,165 　 2,162,415 769,265 　 9,100

　　５　土地 ※１ 　 6,089,761 　 　 6,089,761 　 -

　　　有形固定資産合計 　 　 10,141,799 (26.6) 　 10,014,598 (26.3) 　
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前事業年度

(平成16年９月30日)

当事業年度

(平成17年９月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(2) 無形固定資産 　 　 　

　　１　借地権 　 　 8,396 　 　 8,396 　 -

　　２　ソフトウェア 　 　 56,840 　 　 84,651 　 27,810

　　３　その他 　 　 13,696 　 　 13,696 　 -

　　　無形固定資産合計 　 　 78,933 (0.2) 　 106,744 (0.3) 27,810

　(3) 投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　投資有価証券 　 　 6,198,561 　 　 7,241,347 　 1,042,785

　　２　関係会社株式 　 　 69,494 　 　 69,494 　 -

　　３　関係会社出資金 　 　 1,474,190 　 　 1,474,190 　 -

　　４　出資金 　 　 127,592 　 　 - 　 △ 127,592

　　５　長期貸付金 　 　 83,287 　 　 84,907 　 1,620

　　６　関係会社長期貸付金 　 　 13,411 　 　 - 　 △ 13,411

　　７　役員保険積立金 　 　 234,462 　 　 234,740 　 278

　　８　前払年金費用 　 　 254,048 　 　 326,993 　 72,945

　　９　長期前払費用 　 　 31,466 　 　 28,646 　 △ 2,819

　　10　長期性預金 　 　 900,000 　 　 900,000 　 -

　　11　投資損失引当金　 　 　 - 　 　 △ 360,000 　 △ 360,000

　　12　繰延税金資産 　 　 270,739 　 　 273,254 　 2,514

　　13　その他 　 　 483,188 　 　 380,055 　 △ 103,133

　　14　貸倒引当金 　 　 △ 134,100 　 　 △ 136,700 　 △ 2,600

　　　投資その他の資産合計 　 　 10,006,342 (26.3) 　 10,516,928 (27.7) 510,586

　　　固定資産合計 　 　 20,227,074 53.1 　 20,638,271 54.3 411,196

　　　資産合計 　 　 38,083,537 100.0 　 37,977,834 100.0 △ 105,703
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前事業年度

(平成16年９月30日)

当事業年度

(平成17年９月30日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

構成比

(％)
金額(千円)

　(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 330,264 　 　 311,622 　 △ 18,641

　２　買掛金 　 　 1,913,170 　 　 1,764,023 　 △ 149,147

　３　未払金 　 　 309,847 　 　 283,748 　 △ 26,099

　４　未払法人税等 　 　 1,268,978 　 　 473,879 　 △ 795,099

　５　前受金 　 　 91,769 　 　 139,387 　 47,618

　６　預り金 　 　 58,488 　 　 42,714 　 △ 15,773

　７　賞与引当金 　 　 410,000 　 　 424,000 　 14,000

　８　その他 　 　 30,766 　 　 72,911 　 42,144

　　　流動負債合計 　 　 4,413,285 11.6 　 3,512,287 9.3 △ 900,998

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　退職給付引当金 　 　 506,237 　 　 537,169 　 30,932

　２　役員退職慰労引当金 　 　 390,166 　 　 189,500 　 △ 200,666

　３　その他 　 　 5,753 　 　 5,753 　 -

　　　固定負債合計 　 　 902,157 2.4 　 732,423 1.9 △ 169,734

　　　負債合計 　 　 5,315,443 14.0 　 4,244,710 11.2 △ 1,070,732

　(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※２ 　 4,158,000 10.9 　 4,158,000 11.0 -

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 4,603,500 　 　 4,603,500 　 　 -

　　　資本剰余金合計 　 　 4,603,500 12.1 　 4,603,500 12.1 -

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 581,208 　 　 581,208 　 　 -

　２　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 別途積立金 　 21,000,000 　 　 22,000,000 　 　 1,000,000

　３　当期未処分利益 　 3,797,307 　 　 3,787,994 　 　 △ 9,312

　　　利益剰余金合計 　 　 25,378,516 66.6 　 26,369,203 69.4 990,687

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 　 　 527,472 1.4 　 506,153 1.3 △ 21,318

Ⅴ　自己株式 ※3 　 △ 1,899,394 △ 5.0 　 △ 1,903,733 △ 5.0 △ 4,339

　　　資本合計 　 　 32,768,094 86.0 　 33,733,123 88.8 965,029

　　　負債・資本合計 　 　 38,083,537 100.0 　 37,977,834 100.0 △ 105,703
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② 損益計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成15年10月１日

　至　平成16年９月30日)

当事業年度

(自　平成16年10月１日

　至　平成17年９月30日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

百分比

(％)
金額(千円)

Ⅰ　売上高 　 　 21,608,637 100.0 　 21,228,726 100.0 　 △ 379,911

Ⅱ　売上原価 　 　 12,793,699 59.2 　 12,539,554 59.1 　 △ 254,145

　　　売上総利益 　 　 8,814,938 40.8 　 8,689,172 40.9 　 △ 125,765

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1,2 　 5,775,810 26.7 　 5,780,085 27.2 　 4,275

　　　営業利益 　 　 3,039,128 14.1 　 2,909,087 13.7 　 △ 130,041

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 33,808 　 　 31,060 　 　 △ 2,748 　

　２　有価証券利息 　 54,479 　 　 64,859 　 　 10,380 　

　３　受取配当金 　 22,901 　 　 27,867 　 　 4,966 　

　４　有価証券売却益 　 38,897 　 　 28,296 　 　 △ 10,600 　

　５　為替差益 　 49,797 　 　 78,446 　 　 28,648 　

　６　不動産賃貸収入 　 32,431 　 　 27,524 　 　 △ 4,907 　

　７　その他 　 36,282 268,599 1.2 33,221 291,276 1.3 △ 3,060 22,677

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 719 　 　 604 　 　 △ 115 　

　２　有価証券売却損 　 8,306 　 　 3,108 　 　 △ 5,198 　

　３　不動産賃貸原価 　 35,051 　 　 29,953 　 　 △ 5,098 　

　４　たな卸資産廃棄損 　 5,841 　 　 - 　 　 △ 5,841 　

　５　たな卸資産減耗損 　 - 　 　 10,898 　 　 10,898 　

　６　その他 　 1,012 50,931 0.2 6,697 51,261 0.2 5,684 330

　　　経常利益 　 　 3,256,795 15.1 　 3,149,101 14.8 　 △ 107,694

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※３ 83,178 　 　 58,911 　 　 △ 24,266 　

　２　投資有価証券売却益 　 418,968 502,146 2.3 376,437 435,349 2.1 △ 42,530 △ 66,797

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産処分損 ※４ 10,146 　 　 4,205 　 　 △ 5,940 　

　２　投資有価証券評価損 　 120 　 　 - 　 　 △ 120 　

　３　投資有価証券売却損 　 0 　 　 - 　 　 △ 0 　

　４　投資損失引当金繰入 　 - 　 　 360,000 　 　 360,000 　

　５　会員権除却損 　 2,000 　 　 - 　 　 △ 2,000 　

　６　その他 　 1,183 13,450 0.1 43,150 407,355 1.9 41,966 393,905

　　　税引前当期純利益 　 　 3,745,491 17.3 　 3,177,094 15.0 　 △ 568,397

　　　法人税、住民税

　　　及び事業税
　 1,577,000 　 　 1,192,000 　 　 △ 385,000 　

　　　法人税等調整額 　 38,320 1,615,320 7.5 98,829 1,290,829 6.1 60,509 △ 324,490

　　　当期純利益 　 　 2,130,171 9.8 　 1,886,264 8.9 　 △ 243,906

　　　前期繰越利益 　 　 2,004,060 　 　 2,207,992 　 　 203,932

　　　中間配当額 　 　 336,923 　 　 306,263 　 　 △ 30,660

　　　当期未処分利益 　 　 3,797,307 　 　 3,787,994 　 　 △ 9,312
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③ 利益処分計算書(案)

　

　 　
前事業年度

(平成16年９月期)
当事業年度

(平成17年９月期)
比較増減

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 3,797,307 　 3,787,994 　 △ 9,312

Ⅱ　利益処分額 　 　 　 　 　 　 　

　１　配当金 　 551,314 　 704,377 　 153,063 　

　２　取締役賞与金 　 38,000 　 27,000 　 △ 11,000 　

　３　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 1,000,000 1,589,314 - 731,377 △ 1,000,000 △ 857,936

Ⅲ　次期繰越利益 　 　 2,207,992 　 3,056,616 　 848,623
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成15年10月１日
至　平成16年９月30日)

当事業年度
(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法に基づく原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　 (2) その他有価証券

　　時価のあるもの

　　　決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)

　　　なお、組込デリバティブを区分

して測定することができない複

合金融商品は、全体を時価評価

し、評価差額を当事業年度の損

益に計上しております。

(2) その他有価証券

　　時価のあるもの

同左

　 　　時価のないもの

　　　移動平均法に基づく原価法

　　時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

原則として時価法 同左

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

移動平均法に基づく低価法 同左

４　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定率法

　　ただし、平成10年４月１日以降に

取得した建物(建物付属設備を除

く)については定額法

　　なお、主な耐用年数は以下の通り

であります。

　　建物　　　　　　15年～50年

　　器具及び備品　　５年～６年

有形固定資産

同左

　 無形固定資産

　自社利用のソフトウェアは、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく

定額法によっております。

無形固定資産

同左

５　外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しております。

同左

６　引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しており

ます。

貸倒引当金

同左

投資損失引当金

　　 　　　　－

投資損失引当金

関係会社に対する投資により発生の

見込まれる損失に備えるため、関係

会社の財政状態及び経営成績等を勘

案して損失見込額を計上しておりま

す。
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項目
前事業年度

(自　平成15年10月１日
至　平成16年９月30日)

当事業年度
(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

　

賞与引当金

　従業員の賞与支給に備えるため、支

給見込額に基づき計上しておりま

す。

賞与引当金

同左

　

　

　 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

　数理計算上の差異は発生の翌事業年

度に一括して損益処理しておりま

す。

退職給付引当金

同左

　 役員退職慰労引当金

　役員に対する退職慰労金支給に備え

るため、役員退職慰労金規則に基づ

いて計算した期末要支給額を計上し

ております。

役員退職慰労引当金

同左

７　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

　

８　ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によって

おります。ただし、為替予約等が付

されている外貨建金銭債権債務等に

ついては、振当処理を行っておりま

す。

　また、その他有価証券をヘッジ対象

とするものについては、時価ヘッジ

処理によっております。

①ヘッジ会計の方法

同左

　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

為替予約取引 外貨建営業債権債務、

外貨建有価証券、

外貨建予定取引

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

　

　 ③ヘッジ方針

　デリバティブ取引に関する権限規程

及び取引限度額等を定めた社内リス

ク管理方針に基づき、為替相場の変

動リスクを回避する目的で外貨建営

業債権債務の一定割合についてヘッ

ジを行っております。また満期まで

保有することを予定している外貨建

有価証券の全てに対してヘッジを行

っております。

③ヘッジ方針

同左

　 ④ヘッジ有効性評価の方法

　外貨建債権債務の円貨と為替予約の

円貨との変動比率により、相関関係

を判断しております。

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

　

　 ⑤その他

　全てのデリバティブ取引は、国内の

信用度の高い金融機関と行ってお

り、相手先の契約不履行によるいわ

ゆる信用リスクは低いと考えており

ます。

⑤その他

同左

９　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式を採

用しております。

消費税等の会計処理

同左

― 7 ―



注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成16年９月30日)
当事業年度

(平成17年９月30日)

※１　担保に供している資産は次の通りであります。

建物 13,454千円

土地 30,740

計 44,194

　　　(注)　建物及び土地は、銀行借入金の担保に供し

ておりますが、平成16年９月30日現在、担

保提供先からの借入金残高はありません。
　

※１　担保に供している資産は次の通りであります。

建物 12,403千円

土地 30,740

計 43,143

　　　(注)　建物及び土地は、銀行借入金の担保に供し

ておりますが、平成17年９月30日現在、担

保提供先からの借入金残高はありません。

※２　会社が発行する株式の総数

普通株式 100,000,000株

　　　発行済株式総数

普通株式 32,637,000株
　

※２　会社が発行する株式の総数

普通株式 100,000,000株

　　　発行済株式総数

普通株式 32,637,000株

※３　当社が保有する自己株式の総数

普通株式 2,008,402株
　

※３　当社が保有する自己株式の総数

普通株式 2,011,873株

　４　配当制限

　　　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、528,104

千円であります。
　

　４　配当制限

　　　商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、　　　

506,153千円であります。

　

(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成15年10月１日
至　平成16年９月30日)

当事業年度
(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費

　　　販売費に属する費用のおおよその割合は80％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

20％であります。

　　　主要な費目及び金額は次の通りであります。

旅費交通費 351,627千円

広告宣伝費 406,100

従業員給料及び賞与 2,356,457

賞与引当金繰入額 410,000

退職給付費用 122,608

役員退職慰労引当金繰入額 94,566

福利厚生費 512,580

減価償却費 416,116
　

※１　販売費及び一般管理費

　　　販売費に属する費用のおおよその割合は80％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

20％であります。

　　　主要な費目及び金額は次の通りであります。

旅費交通費 360,124千円

広告宣伝費 353,311

従業員給料及び賞与 2,371,046

賞与引当金繰入額 424,000

退職給付費用 151,351

役員退職慰労引当金繰入額 22,583

福利厚生費 533,223

減価償却費 429,715

※２　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 61,326千円
　

※２　研究開発費の総額

一般管理費に含まれる研究開発費 45,094千円

※３　固定資産売却益の内訳は下記の通りであります。

器具及び備品 51,756千円

土地 31,422

計 83,178
　

※３　固定資産売却益の内訳は下記の通りであります。

器具及び備品 58,911千円

※４　固定資産処分損の内訳は下記の通りであります。

車輌及び運搬具 355千円

器具及び備品 9,790

計 10,146
　

※４　固定資産処分損の内訳は下記の通りであります。

車輌及び運搬具 85千円

器具及び備品 4,119

計 4,205
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成15年10月１日
至　平成16年９月30日)

当事業年度
(自　平成16年10月１日
至　平成17年９月30日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

器具及び備品 43,396 10,545 32,851

合計 43,396 10,545 32,851

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

財務諸表等規則第８条の６第２項の規定に基づき「支

払利子込み法」により算定しております。

　
取得価額
相当額
(千円)

減価償却
累計額
相当額
(千円)

期末残高
相当額
(千円)

器具及び備品 43,396 21,495 21,900

合計 43,396 21,495 21,900

同左

２　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 10,950千円

１年超 21,900

合計 32,851

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高相当額が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、財務諸表等規則第８条の６第２

項の規定に基づき「支払利子込み法」により算出して

おります。

２　未経過リース料期末残高相当額

１年以内 10,950千円

１年超 10,950

合計 21,900

同左

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 10,950千円

減価償却費相当額 10,950

３　支払リース料及び減価償却費相当額

支払リース料 10,950千円

減価償却費相当額 10,950

４　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

　

― 9 ―



(有価証券関係)

前事業年度(自平成15年10月１日　至平成16年９月30日)及び当事業年度(自平成16年10月１日　至平

成17年９月30日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

　

(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成16年９月30日)
当事業年度

(平成17年９月30日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳は次の通りであります。

　 〔流動資産〕

繰延税金資産 　

賞与引当金 166,829千円

研究開発費 47,705

未払事業税 113,475

その他 10,899

繰延税金資産合計 338,909

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 2,474

繰延税金負債合計 2,474

繰延税金資産の純額 336,434

　

　 〔固定資産〕

繰延税金資産 　　
投資有価証券評価損 250,040千円　
関係会社株式評価損 42,874 　
役員退職慰労引当金 158,758 　
退職給付引当金 187,363 　
その他 94,476 　
繰延税金資産合計 733,513 　

繰延税金負債 　 　
その他有価証券評価差額金 350,507 　
前払年金費用 103,372 　
その他 8,893 　
繰延税金負債合計 462,773 　
繰延税金資産の純額 270,739 　

　

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

内訳は次の通りであります。

　 〔流動資産〕

繰延税金資産 　

賞与引当金 172,525千円

研究開発費 31,487

未払事業税 35,337

その他 13,186

繰延税金資産合計 252,536

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 2,820

繰延税金負債合計 2,820

繰延税金資産の純額 249,716

　

　 〔固定資産〕

繰延税金資産 　　
投資有価証券評価損 180,646千円　
関係会社株式評価損 42,874 　
役員退職慰労引当金 77,107 　
退職給付引当金 208,537 　
投資損失引当金 146,484 　
その他 95,089 　
繰延税金資産合計 750,737 　

繰延税金負債 　 　
その他有価証券評価差額金 343,957 　
前払年金費用 133,053 　
その他 472 　
繰延税金負債合計 477,483 　
繰延税金資産の純額 273,254 　
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